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国庫補助額
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事業を行った効果 自由記載欄(任意記載） 成果目標に対する評価

商工観光課 単 1 プレミアム付クーポン事業 R3本省繰越

①新型コロナウイルス感染症による長期的な影響を受けてい
る町内事業者の利用促進を図り、町内経済循環を図る。
②プレミアム付きクーポン発行事業に要する経費。事業は町
商工会へ委託し実施。
③財源内訳（臨時交付金23,863千円、その他（県補助金）
21,983千円）
プレミアム付クーポン発行事事業　2,000円(500円×4枚)を
1,000円で販売する経費　44,000枚発行44,000千円（実績
43,966千円）
印刷製本費、ポスター制作、郵送料等の事務経費　2,000千
円（実績1,879千円）　計46,000千円（実績45,845千円）
④高畠町商工会

対象事業所の売上の増加に
よる町内経済波及効果６千
万円

45,845,154 0 23,862,154 21,983,000 0
取扱事業所における売上増加による経
済効果105,560千円

商業、観光サービス、建設、
工業分野の186事業所

成果目標に対して1.7倍を
達成

商工観光課 単 2
商店街等販売促進支援事
業

R3本省繰越

①新型コロナウイルス感染症による長期的な影響を受けてい
る、町内各商店街による独自の販売促進事業の展開や新た
な顧客開拓の取組みを支援し、商店街の活性化と事業継続
を図る。
②商店街が行う販売促進事業に要する経費を交付対象経費
とする。
③財源内訳（臨時交付金1,150千円、その他（県補助金）1,150
千円）
　　 実践支援事業　500千円×4商店街＝2,000千円
　 　販売促進事業　100千円×3商店街＝300千円

④町内4商店街

コロナを理由とする商店街
における事業廃止ゼロ

2,300,000 1,150,000 1,150,000 0 商店街加盟店の事業廃止ゼロ
成果目標を達成（事業廃
止ゼロ）

商工観光課 単 3 事業継続支援給付事業 R3本省繰越

①新型コロナウイルス感染症の影響を長期的に受けている事
業者の事業継続を支援し、町内経済の回復と事業所維持を
図る。
②事業継続を図るために必要な諸費用に活用できる支援金
を給付する経費を交付対象経費とする。
③対象事業所を町内300事業所と想定（実績117事業所）
　1．売上高減少率（R3/R2またはR1）の区分ごとに給付
　2．従業員数または売上高規模などに応じた加算額
　1＋2により100千円から500千円(上限)　計24,750千円
④町内事業所

コロナを理由とする事業廃
止ゼロ

24,750,000 0 24,750,000 0 0 事業廃止セロ
成果目標を達成（事業廃
止ゼロ）

商工観光課 単 4
雇用調整助成金申請支援
事業

R3本省繰越

①新型コロナウイルス感染症の影響を長期的に受けている事
業者の従業員の雇用維持のため、雇用調整助成金特例の申
請等に係る委託料に対して助成し、休業手当措置の確保と事
業者負担軽減を図る。
②雇用調整助成金申請に係る社会保険労務士等への委託
代行費用への補助に要する経費を交付対象経費とする。
③　１回の交付申請あたり、２分の１または100千円（上限）補
助
　　　＠100千円×延べ30事業者　計3,000千円
　　（実績2,152,248円）
　　（実績：延べ55事業所　従業員775名分）
④町内事業所

コロナを理由とする従業員
雇い止めゼロ

2,152,248 0 2,152,248 0 0 従業員の雇用維持775名
775名分の雇用継続を達
成

病院 単 5
病院事業会計繰出（新型
コロナウイルス感染予防
対策事業）

R3本省繰越

①公立高畠病院の新型コロナ感染予防対策を行うもの
②感染予防対策のため新型コロナ陽性患者を受け入れた
際、院内を移動せず、病室で胸部撮影を行うために、ポータブ
ル撮影装置等導入に係る費用を交付対象経費とする。
③ポータブル撮影装置1台5,000千円、フラットパネル1枚5,000
千円　計10,000千円
④公立高畠病院

院内でのコロナ感染発生ゼ
ロ

11,550,000 0 10,000,000 0 1,550,000

感染予防対策のため新型コロナ陽性患
者を受け入れた際、院内を移動せず、病
室で胸部撮影を行うことにより、入院患
者間のコロナ感染を防ぐことができた。

院内でのコロナ患者の発
生を最小限に防ぐことがで
きた

Ｎｏ 事業名 財源 事業の概要 成果目標

補助対象事業費
（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ）＋（Ｅ）＋（Ｆ）

令和4年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実績報告

担当課
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補
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農林振興課 単 6 収入保険加入促進事業 R3本省繰越

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けている農業者の
経営の安定を図るため、農業者のセーフティーネットとなる、
収入保険の保険料の一部を補助し、コロナ禍で影響を受けて
いる農業者の支援を行うもの。
②農業経営者の収入保険の保険料（掛け捨て部分）に対する
一部補助に要する費用を交付対象経費とする。
③財源内訳（臨時交付金400千円、その他（県補助金）800千
円）
収入保険の新規加入者
　1.県補助＠20千円×40名=800千円
　2.町補助＠10千円×40名=400千円　　1＋2＝1,200千円
④町内農業者

前年度と比較して、収入保
険加入率10％増加

471,900 0 157,301 314,599 0

①新型コロナウイルス感染症の影響に
よる収入減少への備えを高めることによ
り、農業経営の安定化が図られた。
②農業経営者の収入保険の保険料（掛
け捨て部分）の一部を助成（上限30千円
（県補助20千円、町補助10千円）
③16経営体
④町内農業者

前年度と比較して、収入保
険加入率が4.6％増加
目標の10％まで到達しな
かった。

農林振興課 単 7
魅力ある園芸やまがた所
得向上支援事業

R3本省繰越

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けている農業者の
農産物収量増加及び所得向上を図るため、県の補助事業で
ある「魅力ある園芸やまがた所得向上支援事業」に地方創生
臨時交付金を活用し、農業者の支援を行うもの。
②魅力ある園芸やまがた所得向上支援事業に要する費用を
交付対象経費とする。
③財源内訳（臨時交付金4,250千円、その他（県補助金）8,500
千円）
魅力ある園芸やまがた所得向上支援事業
　1.県：採択事業の1/3補助、25,500千円×1/3＝8,500千円
　2.町：採択事業の1/6補助、25,500千円×1/6＝4,250千円
　　1＋2＝12,750千円
④町内農業者団体、農業法人、農業協同組合等

前年度と比較して、販売額
又は所得額10％以上の増
加

6,768,000 0 2,257,000 4,511,000 0

機器の導入、施設の整備に伴い作付面
積が拡大したことで販売額10％以上の
増加が見込まれる。

個別品目毎だと目標達成
したものもあったが、トータ
ルでは目標の10％増まで
到達しなかった。

農林振興課 単 8
畜産農家飼料高騰対策支
援事業

物価高騰

①コロナ禍によリ牛乳を始めとした畜産物需要の減少に加
え、世界的な燃油高や輸入飼料高騰により、経営の圧迫が起
きている畜産経営者の経営の安定を支援する。
②畜産農家の経営支援に要する費用を交付対象経費とす
る。
③家畜の種類毎に支援単価を定め、飼養頭数（羽数）に応じ
て交付する。
①乳牛(30戸)
　4千円×1,070頭＝4,280千円
②肉用牛(16戸)
　1,800円×460頭＝828千円
③豚(2戸)
　1,600円×360頭＝576千円
④家禽(8戸)
　80円×700羽＝56千円　計5,740千円
④町内畜産農家

申請者の経営継続割合（３
年間で離農の割合を20％以
内）

5,683,200 0 5,683,200 0 0

①新型コロナウイルス感染症による飼料
価格高騰の影響を受けている畜産農家
の経営安定化が図られた。
②家畜の種類ごとに支援単価に各畜産
農家の飼養頭数を乗じた額を支援した。
③４４経営体
　乳牛　 ：4,000円×1,049頭
　肉用牛：1,800円×462頭
　豚　　　：1,600円×377頭
　鶏　　　：    80円×655羽
④町内畜産農家　４４経営体

現時点での離農の割合は
4.5％であり、目標を達成で
きている。

総務課 単 9
感染防止対策物品購入事
業

R3本省繰越

①役場庁舎ほか公共施設の衛生及び感染対策を徹底し、新
型コロナウイルス感染防止を図り、安定的な行政サービスを
行う。
②役場庁舎内の感染防止のための消耗品等購入に要する費
用を交付対象経費とする。
③アクリル板（600×600）　350枚×3千円＝1,050千円
アルコール除菌液（17L）　8千円×50缶＝400千円
空気清浄機　100千円×5台＝500千円
アルコールディスペンサー17千円×15台＝255千円
パーテーション50千円×3台＝150千円
　計2,355千円
④高畠町役場

役場庁舎内でのコロナ感染
者ゼロ

2,005,459 0 2,005,459 0 0

外部からの来客者や業者との接触があ
る部署、施設を重点的に衛生対策をおこ
ない、感染リスクの軽減を図ることがで
きた。

役場庁舎内でのコロナ感
染者ゼロ

教育総務課 単 10
感染症対策のための衛生
消耗品購入事業

R3本省繰越

①小中学校へ感染症対策のための衛生消耗品を配備し、新
型コロナウイルス感染拡大の予防を徹底する。
②町内小中学校で使用する消毒用アルコールや使い捨て手
袋等、衛生消耗品の購入に要する経費を交付対象経費とす
る。
③アルコール：11,000円×50缶＝550千円、
　手洗い石鹸：16,500円×7箱＝116千円、
  使い捨て手袋：1,870円×45箱＝84千円、
  マイペット：5,170円×10箱＝52千円、
  ペーパータオル：815円×10箱＝8千円
　感染症対策のためのCO2モニター11千円×30個＝330千円
　新型コロナウイルス抗原検査キット　10千円×10箱＝100千
円
　計1,240千円
④町内小中学校

町内小中学校のコロナ感染
者ゼロ

1,239,223 0 1,239,223 0 0

町内小中学校において要望のあった消
耗品を購入し購入し、感染症対策を行っ
た。コロナウイルス感染症による学校支
出の負担を減らすことができた。

コロナ感染者はいたが、消
耗品を活用し、感染拡大
防止に努めることができ
た。
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教育総務課 単 11
学校臨時休校に伴う学校
給食費支援事業

R3本省繰越

①新型コロナウイルス感染拡大により、小中学校の臨時休校
を行い、給食の食材を廃棄することになった際の食材費用を
支援し、安定的な給食提供体制を整える。
②小中学校の臨時休校による給食食材廃棄に要する費用を
交付対象経費とする。
③　小学校米飯キャンセル廃棄　20千円×5校＝100千円
　   中学校米飯キャンセル廃棄　60千円×1校＝60千円
　　　計160千円
④町内小中学校

町内小中学校のコロナ感染
者ゼロ

26,311 0 26,311 0 0
キャンセルできなかった食材費について
保護者負担にせず、給食費の質を下げ
ることなく実施することができた。

食材の廃棄をすることがな
いように、職員等が食材を買
い取りを行い、キャンセルで
きなかったのはパンのみだっ
た。

臨時休校等があった。

総務課 単 12
デジタル化による感染症
対策事業

R3本省繰越

①新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者、幅広検査に該
当する職員等が別室勤務対応できるよう、庁舎内会議室の
LAN環境を改善する。また、議会等で紙資料ではなく、タブ
レット等を用いてデータ化した資料で確認をするデジタル化を
図ることにより、接触機会減少による感染防止を図る。そし
て、コロナ禍により増えたWEB会議やWEB研修に対応するた
めの個人用ワークブースを設置し、人との接触を避けることに
より、職員の感染リスクを軽減させる。
②庁舎内会議室の無線LANの整備、端末管理のための認証
サーバの導入、タブレットPC等の購入に要する費用を交付対
象経費とする。
③　1．認証サーバー、アクセスポイント等設定に係る委託料
633千円
　2．無線LANアクセスポイント等45,400円×6台≒272千円
　3．タブレットPC等151,500円×30台≒4,550千円
　4.　個人用ワークブース（ボックス型）購入及び工事費用等
2,900千円
　5．消費税835千円
　1+2+3+4+5＝9,190千円
④高畠町

役場庁舎内からのクラス
ター発生ゼロ

4,804,900 0 4,804,900 0 0

無線ネットワーク環境の整備により、濃
厚接触等により別室勤務が必要な場合
でも柔軟に対応できる環境を構築するこ
とができ。接触機会の低減および感染リ
スクの軽減を図ることができた。

役場庁舎内からのクラス
ター発生ゼロ

総務課 単 13
デジタル化による感染症
対策事業

R3本省繰越

①新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者、幅広検査に該
当する職員等が別室勤務対応できるよう、庁舎内会議室の
LAN環境を改善する。また、議会等で紙資料ではなく、タブ
レット等を用いてデータ化した資料で確認をするデジタル化を
図ることにより、接触機会減少による感染防止を図る。そし
て、コロナ禍により増えたWEB会議やWEB研修に対応するた
めの個人用ワークブースを設置し、人との接触を避けることに
より、職員の感染リスクを軽減させる。
②庁舎内会議室の無線LANの整備、端末管理のための認証
サーバの導入、タブレットPC等の購入に要する費用を交付対
象経費とする。
③　1．認証サーバー、アクセスポイント等設定に係る委託料
633千円
　2．無線LANアクセスポイント等45,400円×6台≒272千円
　3．タブレットPC等151,500円×30台≒4,550千円
　4.　個人用ワークブース（ボックス型）購入及び工事費用等
2,900千円
　5．消費税835千円
　1+2+3+4+5＝9,190千円
④高畠町

役場庁舎内からのクラス
ター発生ゼロ

2,978,800 0 2,978,800 0 0
感染症対策の一環で急激に増加した
WEB会議に対応できる環境に寄与した。

役場庁舎内からのクラス
ター発生ゼロ

福祉こども課 単 14
低所得世帯冬の生活応援
事業

物価高騰

①コロナ禍における原油価格等高騰に対する生活者支援とし
て、感染防止のため外出自粛が続くと冬期の暖房費も嵩むこ
とから、県(1/2)と町(1/2)で実施している「冬の生活応援事業」
に上乗せ支援を行うことで、低所得者の生活の安定を図る。
②「冬の生活応援事業」で、１世帯に5千円支給のところ、5千
円を上乗せして合計1万円支給するために要する費用を交付
対象経費とする。
③対象世帯800世帯
・通常分 町：5,000円×1/2×800世帯＝2,000千円
　　　　　 県：5,000円×1/2×800世帯＝2,000千円
．上乗分(臨交金対応分)5,000円×800世帯＝4,000千円
 事業費に県の補助2,250千円充当
④住民税非課税世帯かつ、
1．高齢者のみの世帯
2．障がい者世帯
3．ひとり親世帯
4．避難者世帯

対象世帯への当該事業の
給付率9割以上

7,830,000 0 3,915,500 3,914,500 0
原油価格高騰の影響を受ける低所得者
へに対し上乗せ支給したことで、生活の
安定の一助となった。

対象世帯約８００世帯のう
ち、７８３世帯へ支援し成
果目標である９割以上（９
７．８％）となった。
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福祉こども課 単 15
幼児施設給食費負担軽減
事業

物価高騰

①コロナ禍における物価高騰に対する子育て世帯への支援
として、栄養価やエネルギー量など質の高い給食等を維持す
るため、幼児施設に対して補助を行うことで、給食費の負担
軽減を図る。
②幼児施設の給食等の食材購入等経費について、物価高騰
前の前年と今年を比較し、その差額（教職員分は除く）につい
て、交付対象経費とする。
③差額550円×12月×3～5歳児童数490人＝3,234千円
④町内幼児施設

給食費の保護者負担増ゼロ

3,071,200 0 3,071,200 0 0

①新型コロナウイルス感染症拡大の影
響等による物価高騰の中、補助を行った
ことで、運営の安定の一助となった。
②3歳児以上の入所児童にかかる給食
費
③550円×5,584人=3,071,200円
④町内保育施設　7施設

対象とする幼児施設7施設
の今年度中の給食費の増
額はなかった。

福祉こども課 単 16
低所得者子育て世帯生活
支援事業（Ｒ３補正分）
分４５

R3本省繰越 3,100
物価高騰 3,100

①コロナ禍における物価高騰による生活の困窮及び、引き続
き新型コロナ感染拡大による収入減少等の影響を受けている
非正規労働者等の子育て世帯への経済的支援を行うことで、
低所得者子育て世帯の生活の安定を図る。
②国が実施する「子育て世帯生活支援特別給付金」に、上乗
せして支給（ひとり親世帯は児童1人につき20千円、ふたり親
世帯は児童1人につき10千円）する給付金を交付対象経費と
する。
なお、申請書には、申請者の税情報等確認について承認欄を
設け、この事業の対象者か確認の上事業を実施する。
③ 1.ひとり親非課税世帯等児童：上乗せ給付金20千円×対
象児童200人＝4,000千円
2.ふたり親非課税世帯等児童：上乗せ給付金10千円×対象
児童220人＝2,200千円
1+2合計6,200千円（6,200千円の内、3,100千円は事業No.15、
3,100千円は事業No.45）
④町内の児童を有するひとり親・ふたり親非課税世帯等

新規の子育て等に関する相
談件数5件増

4,750,000 0 4,750,000 0 0

新型コロナウイルス感染症蔓延及び物
価高騰による子育て世帯への影響が
あったものの、経済的支援により生活の
安定を図る一助となった。
また、当該事業の申請等の機会を利用
した、窓口での相談を実施できたことに
より、生活に困窮する子育て世帯に寄り
添った支援となった。

窓口での申請に合わせて
日常での困りごとなどの相
談を受けることでの、相談
者の精神面での支援と
なった。
○新規相談件数14件

生活環境課 単 17 斎場感染防止対策事業 R3本省繰越

①新型コロナウイルス感染症により亡くなられた方を火葬まで
の間、一時的に安置する遺体安置室を高畠町斎場内に整備
と、感染予防のための空気清浄機等の備品を整備し、感染及
び感染拡大の予防を図る。
②斎場待合室を新型コロナウイルス感染症により亡くなった
方を安置できるように改修工事するための費用及び感染防止
対策物品の購入に要する費用を交付対象経費とする。
③斎場待合室改修工事費用一式　7,000千円
　斎場待合室設置用空気清浄機　250千円×2台＝500千円
　事業費合計　7,500千円
④高畠町

新型コロナウイルス感染症
による死亡者からの感染者
ゼロ

6,805,700 0 6,805,700 0 0

ロスナイ換気設備の設置により、十分な
換気量を確保することができ、飛沫の排
出にも効果を発揮している。

ロスナイ換気設備及び空気
清浄機の設置により、十分
な換気量の確保など新型コ
ロナウイルスだけでなく、全
般的な感染対策及び感染予
防を図ることが期待できる。

感染者ゼロ

生活環境課 単 18 斎場感染防止対策事業 R3本省繰越

①新型コロナウイルス感染症により亡くなられた方を火葬まで
の間、一時的に安置する遺体安置室を高畠町斎場内に整備
と、感染予防のための空気清浄機等の備品を整備し、感染及
び感染拡大の予防を図る。
②斎場待合室を新型コロナウイルス感染症により亡くなった
方を安置できるように改修工事するための費用及び感染防止
対策物品の購入に要する費用を交付対象経費とする。
③斎場待合室改修工事費用一式　7,000千円
　斎場待合室設置用空気清浄機　250千円×2台＝500千円
　事業費合計　7,500千円
④高畠町

新型コロナウイルス感染症
による死亡者からの感染者
ゼロ

219,120 0 219,120 0 0

空気清浄機を設置することで、浮遊する
ウイルス等の減少効果にも期待される。

ロスナイ換気設備及び空気
清浄機の設置により、十分
な換気量の確保など新型コ
ロナウイルスだけでなく、全
般的な感染対策及び感染予
防を図ることが期待できる。

感染者ゼロ

農林振興課 単 19
農業生産費高騰対策支援
事業（物価高騰分）
分57

物価高騰 10,000
重点交付金 15,417

①新型コロナウイルス感染症拡大下における世界的な経済
再開によって、原油価格の高騰や生産資材の値上がり等に
加え、農産物の需要減と価格低迷により、農業経営に大きな
影響を及ぼしていることから、令和3年時点で営農し、かつ、
令和4年も営農を行っている高畠町内在住の農業者及び、町
内に所在する農業法人等に対して、補助金を交付し、営農継
続に向けた安定生産の下支えを図る。
②対象者の令和4年の営農掛かり増し経費として、令和3年に
支出した肥料費及び動力光熱費の高騰割合をそれぞれ乗じ
た額の合計額を補助対象経費とし、補助対象経費の30％以
内をを交付するため要する経費について交付対象経費とす
る。
※高騰割合：「農林水産統計」農業物価指数（令和4年3月）対
前年同月騰落率を参考。
③　1.対象経営体　500経営体×平均補助見込額50千円＝
25,000千円
2．受付対応会計年度職員人件費＋通信運搬費＝417千円
1＋2＝25,417千円（25,417千円の内、10,000千円はNo.17、
15,417千円はNo.57）
④令和3年時点で営農し、かつ、令和4年も営農を行っている
高畠町内在住の農業者及び、町内に所在する農業法人等

申請者の経営継続割合（３
年間で離農の割合を10％以
内）

24,289,732 0 24,289,732 0 0

①新型コロナウイルスの感染拡大による
需要低迷や、生産費の高騰の影響を緩
和させ、経営の安定化が図られたことに
より、営農の継続若しくは経営規模の維
持につながった。
②対象者の令和4年の営農掛かり増し
経費として、令和3年に支出した肥料費
及び動力光熱費の高騰割合をそれぞれ
乗じた額の合計額を補助対象経費とし、
補助対象経費の30％を交付。その他、
事務に要する人件費、通信運搬費。
③　1.対象経営体　479経営体×平均補
助額約50千円＝23,967千円
2．受付対応会計年度職員人件費＋通
信運搬費＝322千円
1＋2＝24,289千円
④令和3年時点で営農し、かつ、令和4年
も営農を行っている高畠町内在住の農
業者及び、町内に所在する農業法人等

現時点では、営農継続さ
れている。
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商工観光課 単 20
原油高騰対策運輸事業等
支援事業

物価高騰

①コロナ禍における原油価格･物価高騰により経営に影響を
受けている町内道路運送業（貨物等）及び交通事業者に対し
支援金を支給し、営業継続支援を行う。
②町内運輸事業者等（貨物、収集運搬）及び交通事業者に対
して支援金を給付するために要する費用を交付対象経費とす
る。
③　1.「山形県運送事業者原油価格高騰支援事業」に該当す
る事業者の場合
　　　大型車両（11t以上）　支援金40千円/台
　　　中型車両（5～11t未満）　支援金30千円/台
　　　小型車両（5t未満）　支援金20千円/台
　　　※1社上限300千円とする。【実績：14事業者3,650千円】
　　2． 1．以外の場合
　　　大型車両（11t以上）　支援金60千円/台
　　　中型車両（5～11t未満）　支援金50千円/台
　　　小型車両（5t未満）　支援金40千円/台
　　　※1社上限500千円とする。
　　　【実績：11事業者1,500千円】（うち収集運搬６）
　　3．地域交通事業（一般旅客自動車運送事業）者及び運転
代行事業者の場合
　　　タクシー事業者　支援金50千円/台
　　　運転代行事業者　支援金50千円/台
　　　【実績：5事業者900千円】
④町内運輸事業者（貨物、収集運搬）、交通事業者

運輸事業者等の廃業ゼロ

6,050,000 0 6,050,000 0 0 運輸事業者等の事業廃止セロ
30事業者の事業継続（廃
業ゼロ）

建設課 単 21 住宅リフォーム支援事業 R3本省繰越

①感染症対策工事等の住宅リフォームを支援することによ
り、コロナ禍により経済的な影響で工事を控えている町民を支
援し、また、コロナにより受注が減り大きな影響を受けている
町内建築業者を支援する。年度当初から県と町で1/2ずつの
補助で事業を行い、年度途中で予定額に達し一度終了した
が、引き続き、町単独の補助として事業を継続し支援をおこな
うもの。
②感染症対策工事等、住宅リフォーム工事に要する費用の
補助金を交付対象経費とする。
③一般世帯：支援額・・・工事費の20％、上限200千円
30世帯分は、県補助1/2、町補助1/2
  1.県：（工事費の20％、上限200千円×1/2）×30世帯≒
2,870千円
  2.町：（工事費の20％、上限200千円×1/2）×30世帯≒
2,870千円
15世帯分は全て町補助
  3.町：（工事費の20％、上限200千円）×15世帯≒2,900千円
移住・新婚・子育て世帯：支援額・・・工事費の1/3、上限300千
円
13世帯分は、県補助1/2、町補助1/2
　4．県：（工事費の1/3、上限300千円×1/2）×13世帯≒
1,950千円
　5．町：（工事費の1/3、上限300千円×1/2）×13世帯＝
1,950千円
7世帯分は全て町補助
　6．町：（工事費の1/3、上限300千円）×7世帯＝2,100千円
県補助（その他）分　1＋4＝2,870千円＋1,950千円＝4,820千
円･･･a
町補助（臨時交付金）分　2＋3＋5＋6＝2,870千円＋2,900千
円＋1,950千円＋2,100千円＝9,820千円･･･b
a+b＝14,640千円
④町民、町内建築業者

事業による町内経済効果9
千万円

13,956,000 630,000 8,763,000 4,563,000 0

①感染症対策工事等の住宅リフォーム
を支援することにより、コロナ禍により経
済的な影響で工事を控えている町民を
支援し、また、コロナにより受注が減り大
きな影響を受けている町内建築業者を
支援することができた。
②感染症対策工事等、住宅リフォーム工
事に要する費用の補助金。
③一般世帯
　51件、9,180千円（うち交付金5,625千
円）
（工事費の20％、上限200千円）
　移住・新婚・子育て世帯
　16件、4,776千円（うち交付金3,138千
円）
（工事費の1/3、上限300千円）
④町民、町内建築業者

補助対象工事費計
67件、1億4千万円
（140,551,288円）

当初見込んでいたこの事
業による町内経済効果9千
万円を大きく上回ることが
できた。（実績：1憶4千万
円）

教育総務課 単 22
学校給食等に対する負担
軽減補助事業

物価高騰

①新型コロナウイルス感染症等の影響により、学校給食等に
要する食材費が高騰しており、これまでの給食費では、同じ
内容の提供メニュー維持が困難となる。このため、高騰前と
比較した増額分について、保護者負担を増やすことなく、支援
することにより、円滑な学校給食の事業実施を図る。なお、支
援金は、保護者ではなく、各学校へ支給する。
②高騰前と同内容の学校給食事業維持を図るために掛かる
経費（教職員分は除く）について、交付対象経費とする。
③給食費高騰による増額分を１食につき15円と換算。
1．小学校：増額分15円×小学校給食平均実施回数203.8回
×提供給食数1,279≒3,909千円
2．中学校：増額分15円×中学校給食実施回数197回×提供
給食数680≒2,010千円
1＋2＝5,919千円
④町内小中学校

物価高騰による給食費の負
担増ゼロ

5,096,070 0 5,096,070 0 0
物価高騰による給食費の保護者負担を
値上することなく、これまで通りの内容で
給食を実施することができた。

物価高騰による給食費の
保護者負担を値上げしな
かった。
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総務課 単 23 ペーパーレス導入事業 R3本省繰越

①新型コロナウイルス感染症予防対策として、役場庁舎内文
書について、ペーパーレス化を行う。また、新型コロナウイル
ス感染症の濃厚接触者等となり、自宅待機となる職員が発生
した場合であっても、事務遅滞が発生しないように、テレワー
クであっても、ペーパーレス化（デジタル化）により、業務を行
えるよう、システム整備を行う。会議開催時資料についても
ペーパーレス化を図るため、職員以外の会議参加者用のPC
等を整備する。
②ペーパーレス化及び、テレワーク状況下でも使用できる
ペーパレス化（デジタル化）環境構築及び備品購入に要する
費用を交付対象経費とする。
③ペーパーレスソフトライセンス料　3,073千円、LGWAN対応
オプション料　866千円、消費税分　394千円　PC等購入費用
＠150千円×20台＝3,000千円　合計7,333千円
④高畠町

役場庁舎内からのクラス
ター発生ゼロ

5,858,512 0 5,858,512 0 0

資料配布のデジタル化、各種会議の
ペーパーレス化により接触機会の低減
および感染リスクの軽減を図ることがで
きた。

役場庁舎内からのクラス
ター発生ゼロ

町民課 単 24
高畠町介護施設等物価高
騰対策支援事業

R3本省繰越

①新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響等により物価
高騰の影響を受けながら介護サービスを提供する町内事業
者に対し、支援金を交付し事業所の維持を図る。
②物価高騰により光熱費が前年同月に比べ10万円以上増加
した場合、区分を設けて支援金を交付する際の経費を交付対
象経費とする。
③県の「社会福祉施設の原油価格・物価高騰への支援」の補
助超過額と10万円を比較し、少ない金額を支給。
　　単独事業所：100千円×15施設＝1,500千円
　　同一施設有：200千円×4施設＝800千円　合計2,300千円
※同一施設内に事業所が複数ある場合は、20万円を上限と
する。
　　　　　　　　　　　合計2,300千円
④町内介護施設

物価高騰を理由とする事業
廃止ゼロ

2,031,200 0 2,031,200 0 0

①物価高騰等の影響を受けながら介護
サービスを提供する町内介護保険事業
者の費用負担を軽減し、事業所の維持
を支援
②前年同月と比較し、増加した光熱費・
燃料費
③単独：１５施設　1,288,645円
　 複数：４施設　　　742,555円
④高齢者が入所及び通所で利用する町
内介護保険施設等：１９施設

町内介護施設等の事業継
続を支援し、利用者に対
し、安定した介護サービス
を提供することができた。

病院 単 25
病院事業会計繰出（物価
高騰対策事業等）
分４６

物価高騰 10,400
R3本省繰越 10,000

①新型コロナウイルス感染症感染拡大にあっても公立高畠病
院の安定的な診療体制の継続を図っていく。
②物価高騰により高騰した電気料、A重油、LPG、給食費の
高騰分及び、医師が出勤停止となった場合でも安定した医療
提供を行えるよう、リモートによるカルテ参照を行うための環
境整備を行うために要する費用を交付対象経費とする。
③価格高騰分：令和３年度と令和４年度の価格差を積算
電気料13,500千円、A重油2,400千円、LPG400千円、給食費
700千円
リモートカルテ参照環境設定分
機器購入費用　ノート型端末　550千円、リモート電子カルテ
端末　1,150千円、ネットワーク構築費用一式　1,700千円　合
計20,400千円(20,400千円の内、10,400千円は事業No.23、
10,000千円は事業No.46）
④公立高畠病院

コロナを理由とする診療中
止ゼロ

29,514,724 0 20,400,000 0 9,114,724

価格が高騰している電気料及びA重油
等について、交付金の交付により安定し
た医療提供体制を維持することができ
た。
また、医師が出勤停止となった場合でも
リモートで電子カルテシステムを操作し
カルテ参照・医療的指示を行える環境を
整備することができた。

コロナを理由とする診療中
止ゼロ

福祉こども課 単 26
子ども食堂等物価高騰対
策事業

重点交付金

①新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響等により物価
や食料品高騰の影響を受けている子ども食堂等運営事業者
の事業継続支援を図る。
②子どもの居場所運営事業者が提供する、子どもと保護者分
の食事に係る食料品と容器等に要する経費を交付対象とす
る。
③提供食事数250食見込み　食料品及び容器等高騰分50円
見込み
50円×250食×12月＝150千円
④町内子ども食堂等運営事業者

物価高騰を理由に、開催回
数及び提供食数を年間計画
より減らす子ども食堂等が
ゼロ

138,550 0 138,550 0 0

新型コロナウイルス感染症の影響や物
価高騰等取り巻く環境の厳しさがあった
ものの、弁当の配布事業として、計画の
とおり月に１回実施し、子育て世帯の生
活支援を実行できた。
①対象事業者１団体
②月１回、計12回開催
③合計配食数2,771
④補助総額138,550円

物価高騰対策支援の補助
により、計画通りの事業実
施ができ、子育て世帯の
継続的な食事の支援と
なった。

福祉こども課 単 27
児童福祉施設における衛
生用品等購入費支援事業

R3本省繰越

①幼児施設の感染症対策のための衛生消耗品を配備を支援
し、新型コロナウイルス感染拡大の予防を徹底する。
②幼児施設で使用する消毒用アルコール等衛生用品購入を
支援する経費を交付対象経費とする。
③令和4年度の新型コロナウイルス感染症対策衛生用品等
購入費（見込）÷9月1日現在の利用児童数の計算式により、
児童一人当たりの平均衛生用品等購入費の半額を900円と
設定し、利用児童数又は定員数に乗じた値を補助額の上限と
して交付。900円×1,100人＝990,000円
④町内教育保育施設、届出保育施設、放課後児童クラブ

町内児童施設でのクラス
ター発生ゼロ

945,682 0 945,682 0 0

新型コロナウイルス感染症の脅威が引
き続きあるなかで、放課後児童クラブに
おける感染対策の徹底を図るための一
助となった。
①町内放課後児童クラブ　7施設

町内の放課後児童クラブ
でのクラスター発生件数が
ゼロであり、充分な保育体
制を確保することができ
た。
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農林振興課 単 28
農林水産業物価高騰対策
支援給付事業

物価高騰

①新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響等により電気
料金が高騰している中、農業者が構成員となる土地改良区に
おける農業水利施設に対して支援し、安定的、かつ持続的な
施設管理運営を図る。
②電気料金高騰で支援金を給付するに要する経費を交付対
象経費とする。
③対象団体：1団体
令和3年度4～9月と令和4年度4～9月の電気料金の差額に
対して1/2を支援する。電気料差額5,538千円×1/2　計2,769
千円
④米沢平野土地改良区

電気料高騰による施設の廃
止ゼロ

2,127,242 0 2,127,242 0 0

①土地改良区における農業水利施設に
対する支援により、安定的、かつ持続的
な施設管理運営に寄与した。
②電気料金高騰で支援金の給付に要す
る経費
③対象数：１団体（78施設）
令和3年度4～9月と令和4年度4～9月の
電気料金の差額に対して1/2を支援
　電気料差額4,254,521円×1/2
　　≒計2,127,242円
④米沢平野土地改良区

支援により施設の廃止が
なかった。

商工観光課 単 29

製造業等エネルギー価格
高騰対策事業（重点交付
金分）
分４７、４８

重点交付金 50,000
R3本省繰越 500
物価高騰 20,000

①新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響等により電気、
ガス、燃油等のエネルギー価格の高騰により経営に影響を受
けている製造業等に対して影響緩和と事業継続を図る。
②月間光熱水費等コストの前年同月比１０％増の事業者に対
して増加率に応じて給付するために要する費用を交付対象経
費とする。
③（1）町内250事業所（中小企業・小規模事業者）
　　①増加率給付
　　・前年同月比10％増・・・100千円
　　・前年同月比20％増・・・200千円
　　②規模加算給付
　　・従業員数２０人未満・・・100千円
　　・従業員数２０人以上・・・200千円
　　◆事業規模算定　平均250千円×250事業所＝62,500千
円
　　（実績：110事業者　交付額35,500千円）

町内大企業4社
　　①増加額給付
　　・4月から10月分までの電気料金合計額に係る前年同月
比増加額分（上限500万円）
　　　4,000千円×4社＝16,000千円
④町内製造業事業者250社（実績114事業所）

製造事業者の廃業ゼロ

51,500,000 0 51,500,000 0 0 製造事業者の事業廃止ゼロ
114事業者の事業継続（廃
業ゼロ）

商工観光課 単 30
（第2弾）原油高騰対策運
輸事業等支援事業

物価高騰

①新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響等により原油
価格･物価高騰が経営に影響を受けている町内道路運送業
（貨物等）及び交通事業者に対し支援金を支給し、営業継続
支援を行う。
②町内運輸事業者等（貨物、収集運搬）及び交通事業者に対
して支援金を給付するために要する費用を交付対象経費とす
る。
③　1.「山形県運送事業者原油価格高騰支援事業」に該当す
る事業者の場合
　       大型車両（11t以上）　支援金40千円/台
    　  中型車両（5～11t未満）　支援金30千円/台
　      小型車両（5t未満）　支援金20千円/台
　      ※1社上限300千円とする。【実績：15事業者3,730千円】
       2． 1．以外の場合
　      大型車両（11t以上）　支援金60千円/台
　      中型車両（5～11t未満）　支援金50千円/台
　      小型車両（5t未満）　支援金40千円/台
　     ※1社上限500千円とする。【実績：5事業者200千円】
      3．地域交通事業（一般旅客自動車運送事業）者及び運
転代行事業者の場合
　　  タクシー事業者　支援金50千円/台
　      運転代行事業者　支援金50千円/台
　　　【実績：5事業者900千円】
　  4．町内収集運搬事業者（6社）  50千円/台
　　　【実績：6事業者1,400千円】
④町内運輸事業者（貨物、収集運搬）、交通事業者

運輸事業者の廃業ゼロ

6,230,000 0 6,230,000 0 0 運輸事業者等の事業廃止セロ
31事業者の事業継続（廃
業ゼロ）

商工観光課 単 31
指定管理者エネルギー価
格高騰対策事業（重点交
付金分）分３０

重点交付金 15,130
物価高騰 4,270

①コロナ禍において、電気、ガス、燃油等のエネルギー価格
の高騰により経営に影響を受けている指定管理事業者に対し
て影響緩和と事業継続を図る。
②指定管理施設（4施設）事業運営に係るエネルギ―価格増
額分を支援するために要する費用を交付対象経費とする。
③太陽館、道の駅 4,000千円×2施設＝8,000千円　浜田広介
記念館 2,400千円×1施設＝2,400千円 文化ホールまほら
9,000千円×1施設　合計19,400千円（19,400千円の内、
15,130千円は事業No.29、4,270千円は事業No.30）
④町内指定管理者運営施設（太陽館、道の駅たかはた、浜田
広介記念館、高畠町文化ホールまほら）

指定管理事業者の事業継
続率100％

9,700,000 0 9,700,000 0 0
指定管理事業者の事業維持（公共施設
の管理運用継続）

指定管理対象の公共施設
開館を100％継続
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農林振興課 単 32
配合飼料価格高騰対策支
援事業（重点分）分３２

重点交付金 2,000
R3本省繰越 20,000

①新型コロナウイルス感染症拡大下における世界的な経済
再開による配合飼料の高騰に対して支援し、畜産農家の経営
維持を図る。
②畜産農家が購入する配合飼料1トンあたり1万円を定額支
援するために要する費用を交付対象経費とする。
③※令和４年度の直近（R4.7月）における配合飼料価格
（100,337円／t）から令和３年度の平均配合飼料価格（80,485
円／t）を差し引いた価格上昇分（19,852円／t）の約1/2
※配合飼料価格は、農林水産省「飼料月報」から算出。
町内畜産農家：44経営体
期間：令和4年度第1.2四半期（R4.4～R4.9）
事業対象見込配合飼料量：2,200トン　19,852円×1/2×2,200
トン≒22,000千円　計22,000千円（22,000千円の内、2,000千
円は事業No.31、20,000千円は事業No.32）
④町内畜産農家

コロナを理由とする廃業ゼロ

21,398,000 0 21,398,000 0 0

①畜産農家が購入した配合飼料数量に
対して、支援をすることにより、経営維持
に貢献した。
②畜産農家が対象期間に購入した配合
飼料の数量に対して定額支援するため
に要する費用を交付対象経費とする。
③配合飼料２１３９.８トン　１万円／トン
④町内畜産農家　３５経営体

当該事業の実施により、新
型コロナウイルス感染症を
理由とする廃業はなかっ
た。

農林振興課 単 33
肥育用子牛購入支援事業
（R3補正分）分４９、５０

R3本省繰越 5,000
物価高騰 3,000
重点交付金 2,000

①町内肉用牛肥育農家の新型コロナウイルス感染症の影響
により燃油費をはじめとした経費の増加に対して支援し、経営
の安定化及び営農意欲維持を図る。
②肉用牛肥育農家が家畜市場等から肥育用子牛を購入する
際に5万円を支援するために要する費用を交付対象経費とす
る。
③町内肥育農家が令和4年4月～令和5年3月まで家畜市場
等から購入した肥育用子牛に対し、5万円／1頭を定額補助。
対象農家　5経営体　対象見込み頭数　200頭　50千円×200
頭　計10,000千円（10,000千円の内、5,000千円は事業No.33、
3,000千円は事業No.49、2,000千円は事業No.50）
④町内肉用牛肥育農家

コロナを理由とする廃業ゼロ

7,300,000 0 7,300,000 0 0

①新型コロナウイルス感染症の影響に
より燃油費をはじめとした経費が増加し
た町内肉用牛肥育農家に対して支援し、
経営の安定化及び営農意欲維持に寄与
した。
②肉用牛肥育農家が家畜市場等から肥
育用子牛を購入する際に5万円を支援す
るために要する費用を交付対象経費と
する。
③町内肉用牛肥育農家が米沢牛として
出荷するために令和4年4月から令和5
年3月までの期間に家畜市場等から購
入した肥育用子牛に対し、5万円／1頭を
定額補助。
対象農家：４経営体　対象頭数：146頭
50千円×146頭　計7,300千円

当該事業の実施により、新
型コロナウイルス感染症を
理由とする廃業はなかっ
た。

健康長寿課 単 34
高畠町診療所、薬局物価
高騰対策支援事業

重点交付金

①新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響等により電気、
燃油等のエネルギー価格の高騰の影響を受けている診療
所、薬局の負担を軽減し、安定的かつ継続的な事業運営を図
る。
②事業対象者の光熱費等が前年同月と比べ10万円以上増
加（年換算）した場合の経費を支援するために要する費用を
交付対象経費とする。
③診療所、薬局を28施設と想定
１、光熱費の増加額が対前年比10万円以上20万円未満（年
換算）：10万円
2、光熱費の増加額が対前年比20万円以上（年換算）：20万
円
200千円×28施設　計5,600千円
④町内診療所、歯科診療所、保険薬局

物価高騰を理由とする事業
廃止ゼロ

2,700,000 0 2,700,000 0 0

①物価高騰を理由とする事業廃止ゼロ
②事業対象者の光熱費等が前年同月と
比べ10万円以上増加（年換算）した場合
の光熱費等の経費の支援
③１７施設　２，７００千円
（内訳）
１、光熱費の増加額が対前年比10万円
以上20万円未満（年換算）：10万円補助
７件
2、光熱費の増加額が対前年比20万円
以上（年換算）：20万円補助　１０件
④診療所５施設、歯科診療所８施設、保
険調剤薬局４施設

物価高騰を理由とする事
業廃止 0件

社会教育課 単 35
町民社会養育活動感染防
止対策事業

R3本省繰越

①社会教育施設の新型コロナウイルス感染防止対策を行
い、感染のリスク軽減を図り、町民活動を支援していく。
②社会教育施設内の空調工事及び抗菌畳への変更に要す
る経費を交付対象経費とする。
③換気機能付き空調機器の更新
機器購入費用3台分　1,063千円
工事費用　457千円
抗菌効果のある畳の表替え費用　2部屋分　10,800円×42畳
×税≒500千円　合計2,020千円
④高畠町生涯学習館

社会教育施設でのクラス
ター発生ゼロ

1,773,200 0 1,773,200 0 0

空調機の設置により、吸換気機能が向
上し、感染リスクの軽減による町民活動
が展開出来ている

社会教育施設内でのクラ
スター発生ゼロ

教育総務課 単 36
小学校特別教室等感染防
止対策事業

R3本省繰越

①町内小学校の特別教室及び教職員会議を開催する校長室
の空調設備を換気機能のある設備へ更新することで、新型コ
ロナウイルス感染症感染防止対策を行い、児童及び教職員
の感染リスクを低減し、安全安心な学習環境を整備する。
②町内小学校特別教室及び教職員会議を開催する校長室の
空調設備を更新するために要する費用を交付対象経費とす
る。
③特別教室（理科室）空調設備更新
機器購入費用　4校分　3,402千円
工事費用　4校分　6,098千円
計9,500千円
校長室空調設備更新
機器購入費用　4校分　2,061千円
工事費用　4校分　2,639千円
計4,700千円　合計14,200千円
④町内各小学校

町内小学校でのクラスター
発生ゼロ

13,200,000 0 13,200,000 0 0

給気換気、排気換気運転により、空気の
入換えを行うことができることや加湿もで
きる設備に更新したことで、児童及び教
職員の感染リスクを低減することができ
た。

町内小学校において、クラ
スターの発生はなかった。
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健康長寿課 単 37
老人福祉センター衛生環
境改善事業

R3本省繰越

①高畠町老人福祉センター内トイレ設備について、便器の洋
式化手洗い場の自動水栓化、内装の抗菌等を行うことで、新
型コロナウイルス感染リスクの軽減を図り、施設利用者の新
型コロナ感染防止対策を行うもの。
②老人福祉センター内トイレの便器の洋式化・手洗い場の自
動水栓化・内装の抗菌化に係る工事費用を交付対象経費と
する。
③老人福祉センター改修に係る工事費用一式　3,014千円
④高畠町

高畠町老人福祉センターで
のクラスター発生ゼロ

2,970,000 0 2,970,000 0 0

①男女トイレ和式便器の洋式化、小便
器の自動水栓化、手洗い場の自動水栓
化、内装の抗菌化により、トイレの衛生
環境が向上した。
②トイレ感染予防化改修工事一式
③様式トイレ4基、自動水栓小便器2基、
自動水栓手洗い4個、抗菌内装への張
替え、ほか付帯工事一式2,970千円
高畠町老人福祉センター

施設内でのクラスター発生
件数　0件

町民課 単 38
高齢者入所施設継続支援
事業

R3本省繰越

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響を長期的に受けて
いる、町内高齢者入所施設の事業継続を支援することによ
り、事業撤退する事業者を防止し、町民への介護等サービス
レベルが維持されるよう事業を行うもの。
②町内高齢者入所施設事業者へ支援金を給付するに要する
経費を交付対象経費とする。
③対象事業所に基準日に入所している実人数一人あたり
10,000円、同、雇用している従業員一人あたり20,000円を支
援。
　入所者数見込　10,000円×462人＝4,620,000円
　従業員数見込　20,000円×291人＝5,820,000円
　計10,440千円
④町内高齢者入所施設運営事業者

高齢者入所施設事業者の
町内からの事業撤退ゼロ

8,990,000 0 8,990,000 0 0

①新型コロナウィルス感染症拡大の影
響を受けている町内高齢者入所施設の
事業継続を支援
②事業の継続に必要な経費に活用でき
る支援金
③入所者４１３人　4,130,000円
　 従業者２４３人　4,860,000円
④町内高齢者入所施設運営事業者：８
法人

町内高齢者入所施設の事
業継続を支援し、介護サー
ビスレベルの低下や事業
撤退を防ぐことができた。

福祉こども課 単 39
児童福祉施設等エネル
ギー価格高騰対策支援事
業（R3補正分）分51、52

R3本省繰越 5,000
物価高騰 5,000
重点交付金 5,000

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響等による物価高騰
の中、事業を運営している町内幼児施設に対し、安定した事
業運営が行えるよう支援を行うもの。
②町内幼児施設へ支援金を給付するに要する経費を交付対
象経費とする。
③R4.4からR4.12の間の任意の月に使用した電気・ガス・燃料
費の合計額について、前年同月との差額を12ヶ月分に換算し
た後の額について、支援金の区分を設定し支給。
対象施設15施設、支援金平均1,000千円
　1,000,000円×15施設＝15,000,000円　事業費15,000千円
（15,000千円の内、5,000千円は事業No.39、5,000千円は事業
No.51、5,000千円は事業No.52）
④町内児童福祉施設運営事業者

町内児童福祉施設の物価
高騰等を理由とした事業撤
退ゼロ

2,800,000 0 2,800,000 0 0

①新型コロナウイルス感染症拡大の影
響等による物価高騰の中、補助を行った
ことで、運営の安定の一助となった。
②電気・ガス・燃料費
③補助金申請額が見込より少なかった
ため、補助金の額を変更し、より実情に
沿った補助を行うため区分を追加して補
助を実施。
500,000円　3施設
300,000円　3施設
200,000円　2施設
100,000円　1施設
④放課後児童クラブ　1施設
 　保育施設　　　　　　 8施設

物価高騰により事業撤退
はなかった

総務課 単 40
コロナ臨時交付金事業に
係る職員時間外人件費

R3本省繰越

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止や、経済対策
等のため地方創生臨時交付金を活用して実施する、「地域活
性化消費喚起事業」等の事業での体制拡充（時間外対応の
ため）
②職員の時間外勤務に要する費用を交付対象経費とする
③時間外勤務費
　対象職員の時間外単価平均で算出
　125/100　＠2,400円×150H＝360千円
　150/100　＠3,000円×30H＝90千円
　135/100　＠2,600円×100H＝260千円　計710千円
④新型コロナウイルス感染症対策事業従事職員

職員の新型コロナウイルス
感染対策事業における事務
処理ミスゼロ

167,457 0 167,457 0 0
通常業務に加え、コロナ臨時交付金事
業を行ったが、ミスなく行うことができた。

職員の新型コロナウイルス
感染対策事業における事
務処理ミスゼロ

商工観光課 単 41
地域経済活性化消費喚起
緊急事業（R3補正分）分
53、54

R3本省繰越 30,000
物価高騰 30,000
重点交付金 6,000
その他（県） 11,000

①新型コロナウイルス感染症の拡大及び、物価高騰の影響
により生活が苦しくなっている町民へ町内指定の事業所で利
用できる商品券を発行し、コロナ禍で生活が困窮している町
民を支援し、停滞している町内経済を循環好転させるもの。
②全町民へ商品券を発行するために要する費用を交付対象
経費とする。
③町民一人あたり3千円分（＠500円×6枚）交付
　22,200人×3千円＝66,600千円
　印刷製本費用1,500千円、郵送費用5,000千円、　金融機関
換金費用3,500千円、消耗品等購入費用400千円　事業費合
計77,000千円（77,000千円の内、11,000千円はその他（県補
助金）財源、30,000千円は事業No.41、30,000千円は事業
No.53、6,000千円は事業No.54）
④高畠町民

経済効果94,250千円

73,660,000 0 62,573,000 11,087,000 0

経済効果93,380千円
　内訳：商品券･･･64,443千円×売上効
果(1.045)×付加支出(1.25)
　　　　商品券以外･･･9,000千円

成果目標達成率99％

社会教育課 単 42
町民社会活動感染防止対
策事業

R3本省繰越

①新型コロナウイルス感染症感染防止のため、社会教育施
設の水栓設備について、非接触型水栓化を行い、施設利用
者の新型コロナ感染防止対策を行うもの。
②町内社会教育施設の非接触型水栓等へ改修を図るために
要する費用を交付対象経費とする。
③非接触型水栓等へ更新費用1箇所あたり工事費用70千円
　70,000円×30箇所＝2,100千円
④町内社会教育施設

社会教育施設でのクラス
ター発生ゼロ

2,261,600 0 2,261,600 0 0

不特定多数の利用者が、水栓に触れる
ことなく利用が出来、安全に手洗いうが
いなどが実施できるようになった

社会教育施設内でのクラ
スター発生ゼロ
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総務課 単 43
発送作業感染リスク軽減
事業

R3本省繰越

①新型コロナウイルス感染症の拡大や町民を対象にした周
知文書発送が増加する中、作業の従事時間短縮に寄与する
備品の購入を行い、文書発送業務時における職員の感染リ
スク軽減を図るもの。
②郵便料金計器及び紙折機購入に要する費用を交付対象経
費とする。
③紙折機500千円×1台＝500千円、郵便料金計器4,000千円
×1台＝4,000千円　事業費合計4,500千円
④高畠町

役場庁舎内からのクラス
ター発生ゼロ

4,411,000 0 4,411,000 0 0
導入した機器を活用することで、文書発
送業務に従事する時間が短縮され、職
員の感染リスクが軽減されている。

役場庁舎内からのクラス
ターは、発生していない。

建設課 単 44
除雪事業者支援事業（R3
補正分）分44、55、56

R3本省繰越 10,000
物価高騰 10,000
重点交付金 2,000

①新型コロナウイルス感染症の拡大の影響で燃料費高騰の
影響を受けながら事業を行っている町内除雪事業者に対して
支援金を支給し、安定した事業運営及び継続が図られるよう
支援を行うもの。なお、本支援金は、町が事業者に対して支
払う除雪費とは別に、コロナ禍による物価高の影響を受けて
いる事業者の事業継支援のために行うもの。
②町内除雪事業者に対して支援金を給付するに要する費用
を交付対象経費とする。
③対象事業者11者に対して町道除雪使用車1台につき100千
円、オペレーター1人につき50千円及び事業者の除雪距離に
応じて除雪距離加算を交付。台数支援　10千円×55台＝
5,500千円、オペレーター支援50千円×82人＝2,750千円　除
雪距離加算　平均1,250千円×11者＝13,750千円　事業費合
計22,000千円（22,000千円の内、10,000千円は事業No.44、
10,000千円は事業No.55、2,200千円は事業No.56）
④町内除雪事業者11者

除雪事業者の事業撤退ゼロ

15,252,930 0 15,252,930 0 0

①新型コロナウイルス感染症の拡大の
影響で燃料費高騰の影響を受けながら
事業を行っている町内除雪事業者に対
して支援金を支給し、安定した事業運営
及び継続が図られるよう支援。
②町内の除雪事業者に予算の範囲内で
支援金を交付。11社合計15,252,930円を
交付。

除雪事業者の事業撤退ゼ
ロ

生活環境課 補 45
二酸化炭素排出抑制対策
事業費等補助金

補助裏

（地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計
画づくり支援事業）
①新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により物価高騰
で、利用するエネルギーについての関心が高まっている。
2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、公共施設等へ
の再生可能エネルギー設備導入可能性調査を行うもの。
②公共施設等への再生可能エネルギー設備導入可能性調
査に要する費用一式9,790千円。
③地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入の計画づく
りに要する費用。
④高畠町

調査結果に基づく、公共施
設等再生可能エネルギー設
備導入計画の策定

9,790,000 7,342,000 2,448,000 0 0

調査結果に基づく、公共施設等再生可
能エネルギー設備導入計画を策定した
ことで、導入を計画的に進めることがで
きる。

調査結果に基づく、公共施
設等再生可能エネルギー
設備導入計画を策定した。

健康長寿課 補 46
疾病予防対策事業費等補
助金

補助裏

（特定感染症検査等事業（緊急風しん抗体検査当事業に限る
に限る）①2018年夏以降の風しんの拡大を受け、過去に公的
に予防接種を受ける機会がなかった男性を対象に、予防接種
勧奨を行ってきたが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響
で、コロナの感染リスクを避けるための行動が優先され、対象
世代の予防接種が進まず、抗体保有率が目標まで引き上が
らないため、この目標達成のために、更に積極的勧奨を行う
もの。
②抗体検査未受験の対象者への勧奨を行うために要する費
用。
③未受検者へのクーポン発送費用、啓発に費用等一式186千
円。
④高畠町

対象者の風しんの予防接種
率25％

1,484,000 742,000 574,000 0 168,000

①風しん予防接種の機会がなかった世
代の男性に対し、風しん抗体検査と抗体
がない者に対する予防接種を無料で受
けられるクーポン事業を実施。併せて受
検勧奨を実施した。抗体検査実施数１０
２人（2月末現在）
②抗体検査未受検者へクーポン送付
し、実施勧奨に要する郵送料等
③1,637名　郵送料＠84円
④S37.4.2～S54.4.1生男性の風しん抗体
検査未検者

対象者の風しんの予防接
種率92.1％で目標達成で
きた。

458,847,114 8,714,000 391,777,291 47,523,099 10,832,724
合計


